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目的及び事業の概要

我が国唯一の学生支援ナショナルセンターとして、国の施策と密接に連携しつつ、奨学金貸与事業、留学生支援
事業及び学生生活支援事業を総合的に実施。

我が国の大学等において学ぶ学生等に対する適切な修学の環境を整備し、もって次代の社会を担う豊

かな人間性を備えた創造的な人材の育成に資するとともに、国際相互理解の増進に寄与。

大学等が学生等に対して行なう修学、進
路選択その他の事項に関する相談及び指
導についての支援

留学生交流の推進を図るための事業

教育の機会均等に寄与するために学資
の貸与その他学生等の修学の援助

奨学金貸与事業

留学生支援事業

学生生活支援事業

1



奨学金貸与事業奨学金貸与事業

奨学金事業は、教育の機会均等奨学金事業は、教育の機会均等
の実現、優れた人材育成のためのの実現、優れた人材育成のための
必要不可欠な教育施策必要不可欠な教育施策

安定的・効果的に実施するため、独

立行政法人日本学生支援機構で実施。

奨学金の回収業務の民間委託の推

進など、民間のノウハウを活用した業務

の合理化・効率化を積極的に推進。

適切な債権管理・機関保証の妥当

性の評価等を通じ事業の透明性・健全

性を確保。

見直しの視点

（参考）学生の自立心や自己責任等の涵養
などの教育的効果等の観点、返還金を再度
原資として効果的に活用する観点から貸与
制を採用。

見直しのポイント

大学等の学業成績等を踏まえた修学上の指導（奨学金の停止・修学上の指導（奨学金の停止・
廃止等）を徹底廃止等）を徹底。

費用対効果の検証を踏まえつつ債権回収会社（サービサー）の債権回収会社（サービサー）の

活用の拡充活用の拡充。

コンビニ・ＡＴＭ・インターネット等の活用コンビニ・ＡＴＭ・インターネット等の活用を検討等。

民間のノウハウを活用した業務の民間のノウハウを活用した業務の合理化・効率化合理化・効率化

奨学金返還金の奨学金返還金の回収の強化回収の強化

適格者に対する奨学金の適格者に対する奨学金の貸与の徹底貸与の徹底

在学中の奨学生に対する返還意識徹底を一層強化返還意識徹底を一層強化。

早期の返還督促早期の返還督促、法的措置の充実・強化法的措置の充実・強化など。

機関保証制度について、その妥当性を毎年度検証妥当性を毎年度検証。
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留学生支援事業留学生支援事業

留学生の質の確保の観点を踏まえながら支援を重点化支援を重点化。（奨学金・補
助金の支給等の業務方法の改善等）

日本語教育センターについては、民間の日本語教育機関では学生の進路に

きめ細かく対応した教育が難しい国費留学生や外国政府派遣留国費留学生や外国政府派遣留

学生、非漢字圏学生学生、非漢字圏学生に対する日本語教育等に機能を重点化機能を重点化。

管理・運営業務について、競争入札による外部委託等を通じた効率化効率化。

利用料の見直しや、広報体制の充実、稼働率の向上等を含めた収支の収支の

改善改善。

見直しのポイント

留学生支援事業の留学生支援事業の重点化重点化

国際交流会館等の管理・運営の国際交流会館等の管理・運営の効率化効率化

見直しの視点

留学生の質の確保及び大学等

の自主的な取組を促すための支

援という観点から留学生支援事業

の重点化を推進。

国際交流会館等施設の利用料

収入等の自己収入の増加、管理・

運営の効率化を図る。
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学生生活支援事業学生生活支援事業

見直しの視点

学生生活支援に関する大学等の

自主的な取り組みを促すための支

援という観点から学生生活支援業

務全体を重点化。

見直しのポイント

学生生活支援に関する各種事業の学生生活支援に関する各種事業の重点化重点化

学生生活支援業務の対象を厳選し、必要に応じ各大学による取り組各大学による取り組
みへの移行みへの移行を目指す。

研修事業等については、障害学生支援など各大学のもつノウハウの蓄積が

十分ではなく適切に支援を行うことが困難な分野等を中心に重点化し整整
理・統合（２０理・統合（２０→→１２事業程度に１２事業程度に整理・統合整理・統合））。

体験ボランティア・学生ボランティア活動セミナーは廃止廃止する。

組織及び業務全般組織及び業務全般

効果的・効率的な業務の実施が見込まれるものについて競争入札等による民間委託の推進民間委託の推進。

電子化・オンライン化による手続の簡素化・迅速化簡素化・迅速化。

奨学金の返還意識向上や回収に関する業務や各地域のニーズに応じた学生サービス分野を中心に支部機能の重点化重点化。

見直しのポイント見直しのポイント

民間委託等を活用した業務の民間委託等を活用した業務の効率化の推進効率化の推進

支部組織の支部組織の重点化重点化
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今後の日本学生支援機構今後の日本学生支援機構

ユニバーサル段階の高等教育において、人材育成の基盤となる学ユニバーサル段階の高等教育において、人材育成の基盤となる学
生サービスのナショナルセンターとしての役割を果たすことが必要。生サービスのナショナルセンターとしての役割を果たすことが必要。

学生サービスを実施する大学との適切な役割
分担・連携を図りつつ、大学及び学生のニー
ズを的確に反映したサービスの提供を目指す。

独立行政法人独立行政法人 日本学生支援機構日本学生支援機構

学生支援に関する民間のノウハウの活用、民間
委託の積極的推進等による効果的・効率的な
業務実施を目指す。
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中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しの当初案整理表 

法人名 独立行政法人 日本学生支援機構 府省名 文部科学省 

沿 革 昭和 15.12 （財）国際学友会               

昭和 19. 4  日本育英会                 平成 16.4  

昭和 20. 7  （財）内外学生センター               独立行政法人日本学生支援機構 

昭和 31. 6 （財）関西国際学友会 

昭和 32. 3 （財）日本国際教育協会 

役員数 職員数（実員） 

法定数 常勤（実員） 非常勤（実員） 

役員数（監事を除く。）及び職員数

（平成18年１月１日現在） 

   ５人 ５人 ０人 ５３４人 

年  度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度（要求） 

一般会計 １３４，５７１ １３７，７９４ １３５，３６１ １５９，２３３ 

特別会計 － － － － 

計 １３４，５７１ １３７，７９４ １３５，３６１ １５９，２３３ 

 うち運営費交付金 ２３，００６ ２２，７０４ ２１，９６３ ２２，５６４ 

 うち施設整備費等補助

金 

－ － － ６８６ 

国からの財

政支出額の

推移（16～

19 年度） 

 

 

（単位：百万円） 

 うちその他の補助金等 １１１，５６５ １１５，０８９ １１３，３９８ １３５，９８３ 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度（要求） 支出予算額の推移（16～19 年度）        

（単位：百万円） ７７４，０５３ ８５７，４１７ ９１７，１６１ １，１５７，８４９ 

平成 16 年度 平成 17 年度 利益剰余金（又は繰越欠損金）の

推移（16・17 年度） １，４０７ ４，６７３ 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度（見込み） 平成 19 年度（見込み） 行政サービス実施コストの推移

（16～19 年度）   (単位：百万円)  

６８，９９１    

※（６４，０５０） 

７３，１７６ 

※（  ９７，４２２） 

１１６，３８５ 

※（１３８，５６８） 

１６７，３６７ 

見直しに伴う行政サービス実施コ

ストの改善内容及び改善見込み額 

事業の効率化、合理化、経費の削減の観点から、業務内容等を精査し、民間に委ねられる業務については積極的に民
間委託を図ることとし、可能な限り一般競争入札の比率を高め、一層合理的かつ効果的なあり方を工夫・検討しなが
ら行政サービス実施コストの改善に取り組む。 
体験ボランティア・学生ボランティア活動セミナーの廃止に伴う業務費用の削減：△１百万円 
 

 

※行政サービス実施コストの推移における上段（ ）内の数字は、都道府県に全額交付している高等学校等奨学金事業移管業務費を除いたものである。 
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中期目標の達成状況（業務運営の

効率化に関する事項等）(平成 17

年度実績) 

 

 

 

○目標：業務の効率化－一般管理費等の削減 

法人統合のメリットを最大に生かしつつ業務の効率化に努め、一般管理費（人件費を含む。）に関しては、

平成１５年度予算を基準として中期目標期間中、その１６％以上を、その他の事業費（人件費を含み、学資

金貸与業務費を除く。）に関しては、その９％以上を削減する。 

 

実績： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○目標：学資の貸与その他援助－情報提供の充実 

学資金貸与機会の拡充の観点から、学資金の種類、貸与条件等について、インターネット等による情報提

供を充実すること。 

 

その他事業費９％削減   一般管理費１６％削減  

3,278

3,027

2,950

2,829

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

（百万円）
（決算） 

28億2133万円 

（決算） 

28億1561万円 
19,116

17,964
17,721

17,345

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

（百万円）

＜１３．７％削減＞ 

（決算） 

178億7955万円 

（決算） 

178億8391万円 

＜９．３％削減＞ 

業務運営の効率化に関する事項 

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 



実績：質疑応答集項目数実績 

   平成１６年度 ９４項目 → 平成１７年度 １０４項目 

災害救助法が適用された地域の被災家庭の学生等に対する学資金の緊急採用（応急採用）の応募受付を周知

するとともに、要返還者に対し返還猶予制度の手続きを通知する等、積極的な情報提供を行なった。 

＜台風 14 号による緊急採用情報＞ 

       ホームページに掲載するとともに、高等学校については被害該当地域の都道府県全校 841 校、大学等

については 4,158 校（全校）の計 4,999 校に対して通知。 

＜平成 18 年豪雪による緊急採用情報＞ 

       被害該当地域の都道府県全校 247 校、大学等については 4,158 校（全校）の計 4,405 校に対して通知。 

＜関係機関への情報提供＞ 

信越放送を含め 26 報道機関、新潟県教育庁を含め 18 団体にプレスリリース。 

＜返還猶予手続きの通知＞ 

災害により返還が困難となった場合の奨学金返還期限猶予の手続き方法を、台風 14 号被害該当地域に

住む 28,139 名及び大雪被害該当地域に住む 8,497 名に通知。 

 

○目標：学資の貸与その他援助－回収率の向上 

学資金貸与事業は、返還金をその原資の一部としていることから、返還金を確実に回収し、回収率を向上

させるため、学生等の返還意識の涵養、口座振替による返還の推進を図ること。 

 

計画：リレー口座加入率を中期目標期間中に新規返還開始者で９５％以上、全体で８０％以上とする。 

実績：（新規返還開始者）平成１６年度 ９４．５％ → 平成１７年度 ９５．４％ 

    （  全 体  ）平成１６年度 ７７．９％ → 平成１７年度 ８１．６％ 

 

計画：学資金の回収について、特に新規返還者の初年度末の返還率について、中期目標期間中に９５％以上に向

上させる。 

実績：平成１６年度 ９３．４％ → 平成１７年度 ９３．８％ 

 

 

 

３



○目標：日本留学試験の実施－利活用の拡大 

     我が国への留学希望者にとって利用しやすい試験となるよう、海外の実施国・都市の数を１５年度実績（９

カ国・１２都市）以上とすること。また、本試験を利用した渡日前入学許可が拡大するよう、大学等に対す

る広報等を充実すること。 

 

計画：試験の海外の実施国・都市の数を平成１５年度実績以上とする。 

実績：（実 施 国 数）平成１５年度 ９カ国 → 平成１６年度 １１カ国 → 平成１７年度 １２カ国 

（実施都市数）平成１５年度１２都市 → 平成１６年度 １４都市 → 平成１７年度 １５都市 

 

計画：大学等への広報活動の充実等を工夫し、渡日前の大学等入学許可の件数を６０大学を目標にその拡大を図る。 

実績：平成１６年度 ４５大学 → 平成１７年度 ６０大学 

 

 

○目標：留学生寄宿舎等の設置及び運営等－入居者に対するサービスの向上等 

留学生寄宿舎における入居者へのサービスの向上や相談・カウンセリング等を充実するとともに、留学生

寄宿舎を拠点とした地域との交流事業を推進すること。その際、入居者にアンケートを行い、７０％以上の

者から肯定的な評価を得ること。 

 

計画：地域交流事業などの拠点としての役割を強化するため、業務に支障のない範囲で関係機関を含む諸団体等一

般の様々な活動施設として提供し、併せてその稼働効率を向上させる。各留学生寄宿舎等における年間稼働

率を平成１５年度（３０％）比で中期目標期間中平均２５％（３７．５％）向上させる。 

実績：平成１６年度 ３８％ → 平成１７年度 ３９％ 

 

計画：入居者に対し施設利用に関する調査を新たに行い、対象者の７０％以上から肯定的な評価を得られるように

するともに、また、評価から得た意見・要望結果をサービス向上に生かす。 

実績：平成１６年度 ９３％ → 平成１７年度 ９４％ 

 

○目標：大学等が学生等に対して行なう相談・指導業務に関する研修及び情報提供 

     大学等において学生支援業務を担当する教職員に対するテーマ別研修会を全国又は地区毎に開催するとと

もに、研修内容の充実を図ること。その際、各研修会の参加者にアンケートを行い、７０％以上の者から肯

定的な評価を得ること。 

４ 



  

 

実績：＜学生指導関連の研修会＞ 平成１７年度 ７６．３～９７．６％ 

＜学生相談関連の研修会＞ 平成１７年度 ８７．９～ １００％ 

＜就職指導関連の研修会＞ 平成１７年度 ９０．２～９７．５％ 

＜修学指導関連の研修会＞ 平成１７年度  ９４．３％ 

＜留学生交流関係の研修会＞平成１７年度 ７９．３～８６．６％ 

 

 

 

 

 

○目標：財務内容の改善に関する事項－リスク管理債権の割合の抑制 

中期目標期間末において、要返還債権に占めるリスク管理債権（３月以上の延滞債権）の割合を無利子学

資金については、８．５％以下、有利子学資金については８．０％以下とする。 

 

実績：（無利子学資金）平成１６年度 ８．４％ → 平成１７年度 ７．９％  

（有利子学資金）平成１６年度 ７．１％ → 平成１７年度 ６．７％  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務内容の改善に関する事項 

 ５ 
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